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（10）物理学教育部会 

 
教育部会名 物理学 

部会長名／作成者名 武田 実 

概  要（2 ページ） 

（１）物理学教育部会の組織運営と実施体制 
平成 17 年 7 月 1 日に物理学教科集団から教育部会となり，その際に作成した運営

に関する申し合わせに沿って運営を行っている。構成員は令和６年度末の時点で大学

教育推進機構 (1 名)，人間発達環境学研究科 (6 名)，理学研究科 (17 名)，工学研究科 
(15 名)，農学研究科 (11 名)，海事科学研究科 (3 名)，システム情報学研究科 (2 名)，
分子フォトサイエンス研究センター (1 名)，医学研究科 (1 名)，農学研究科附属食資

源教育研究センター（1 名），水素・未来エネルギー技術研究センター（1 名）および

理事 1 名である。 
教育部会の重要事項や基本方針は構成員全員からなる総会（通常 8～9 月開催）に

おいて決定するが，日々の業務に関する方針は，原則 2 ヶ月に 1 回開催される運営委

員会（令和 6 年度は 8 名で構成，6 回 Zoom 開催）において協議・決定している。ま

た，運営委員会の下に，講義実施委員会，実験実施委員会を設置し，それぞれの委員

会で，講義授業科目，実験授業科目の具体的な実施方法等を協議・決定している。ま

た，毎年夏の総会時に懇親会を，1 月には新年会を開催し，多数の所属先にまたがる

教育部会メンバーの情報交換のための交流の場を設けている。残念ながら，新型コロ

ナウィルスの後，交流会はここ最近開催されていない。 
 

（２）講義・実験の実施状況について 
実施科目（クラス数）は以下のとおり。なお物理学実験以外の科目は 1 クラス 1 単

位である。 
 基礎教養科目：物理学 A (2)，物理学 B (2) 
 総合教養科目：現代物理学が描く世界 (2)，身近な物理法則 (2) 
 共通専門基礎科目：物理学入門（高大連携科目）(2), 力学基礎 1，2 (各 12)， 

連続体力学基礎（6），熱力学基礎  (5)，電磁気学基礎 1，2 (各 6)，量子力学基

礎・相対論基礎 (各 1)，物理学実験 (2 単位，4 クラス)，物理学実験基礎 (1) 

これらの実施についての自己評価は以下のとおりである。 

※ 優れている点 
 科目の共通化による教員の負担減 
 「物理学入門」の実施による高校で学修機会がなかった学生への学修補完 
 総会の開催で教員間での意見交換の機会を設定 
 実験での TA 配置による学生に目の届く指導体制 
 実験での誤差論の指導等を通した実験経験の少ない学生への配慮 
 実験レポートの期限厳守，厳格な評定，欠席に対する補講による実質化 
 遠隔授業（オンデマンド）による遠隔地キャンパスや過年度学生への配慮 

※ 問題点と課題 
 基礎教養科目の科目内容（数式を用いた講義）の学生に対する趣旨徹底 
 予算上講義には TA が配置できなくなり，単位の実質化が困難 
 予算上実験の TA も減らさざるを得ない。 
 大学院の RA 制度の充実によって実験 TA の希望者が少なくなった。 
 実験レポートの採点を早める。 
 遠隔授業（オンデマンド）における理解度を確認するために，小テストや課題レ

ポートを工夫する。 
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（３）課題について 
教育部会及び教養教育院における今後の課題として，次のようなものが挙げられ

る。 
 TA の削減，特に実験科目における削減は，指導の目が行き届かないだけでなく，

学生の安全にもかかわる。特に実施中は教員，TA にひっきりなしに質問が来る場

合もある。TA の適正な配置について措置をお願いしたい。 
 非常勤講師の削減を行う際は，新規に共通教育を担当する教員がその負担を評価

される仕組みとセットで行うべきである。現状では共通教育の負担はボランティ

アに近く，負担することによるメリットがない。エフォート管理され，部局長か

らの依頼となるような制度に改めるよう重ねて要請していく必要がある。 
 共通専門基礎科目における講義内容の共通化により，高校の学修状況によっては

講義を難しいと感じる学生の割合が多いクラスも存在する。今後，教科書を再検

討するなどして習熟度に応じた講義ができるようにするなどの検討が必要であ

る。ただし共通化によるメリット（質保証等）も多く，難しい問題である。 
 教養教育院が，物理学教育部会が実施する共通専門基礎科目の高い共通性を評価

し，今後も継続して行っていく方針を示したことについて物理学教育部会は評価

している。今後の動向を注視していく必要がある。 
 今後，老朽化した実験器具などの廃棄・更新が問題になってくるが，現状の基盤

的経費では整備できない。学内の一時的予算が用意されていることが必要であ

り，それを活用していかなければならない。 
 新たに遠隔地キャンパス向けの遠隔授業の開講や英語授業の開講が求められてお

り，さらなる負担増が懸念される。 
 遠隔授業（オンデマンド）における成績評価の方法を再検討する必要がある。 

 
（４）総合所見 

共通教育負担のエフォート化，TA の適正配置など重要課題が残されている。教育内

容の充実については，PC 必携化で BEEF＋の使用による小テスト，アンケートの実

施が容易になり，講義科目が活性化できることを期待する。 
令和６年度は新型コロナウイルスの影響が完全になくなり，対面形式の講義や実験

が実施できるようになって，オンライン形式のリアルタイムあるいはオンデマンドに

よる講義や実験の利点が認識されるようになった。そこで部会として初めて，総合教

養科目（1 科目）の遠隔授業（オンデマンド）を実施した。その結果，遠隔地キャン

パスや過年度学生を含めて，多くの学生が履修することができた。また，講義ビデオ

を再度見直すことにより，学習効果を高めることができた。一方，理解度を確認する

ために，小テストや課題レポートを工夫することが指摘された。 
今後も，対面形式とオンライン形式のハイブリットなど，実施方法の多様化で教育

効果の改善を目指すことも重要であると考えられる。 
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Ａ 組織構成と運営体制について  

①基本的な組織構成が適切であり、実施体制・運営体制が適切に整備され、機能しているか

（100 字程度）  
 物理学教育部会は，教科書やシラバスの共通化による授業内容の明確化により教育の

水準を維持している。また，年 1 回総会を開催し，運営委員，講義実施委員，実験実施

委員をおき，組織的に教育部会を運営している。 

根拠資料 
教育部会構成員名簿，教育部会資料 
 

Ｂ 内部質保証について  

①学生を含む関係者等からの意見を体系的、継続的に収集、分析し、その意見を反映した取

組を組織的に行っているか（100 字程度）  
 教員からは総会，教育に関する意見交換会を通して部会の運営，教育における課題を

明確にし，その対策を各委員会で行っている。例年は年 2 回の懇親会を開催している

が，令和６年度も新型コロナウイルス等の影響が残り，開催できなかった。 

根拠資料 
授業振り返りアンケート結果 

②自己点検・評価によって確認された問題点を改善するための対応措置を講じ、計画された 

取組が成果をあげている、又は計画された取組の進捗が確認されている、あるいは、取組 

の計画に着手していることが確認されているか（150 字程度） 

 本年度より，総合教養科目（1 科目，1Q～4Q）において遠隔授業（オンデマンド）

を試みた。遠隔地キャンパスや過年度学生を含めて，多くの学生が履修することができ

た。また，講義ビデオを再度見直すことにより，学習効果を高めることができた。理解

度を確認するために，小テストや課題レポートを工夫することが指摘された。 
根拠資料 
前年度までの自己点検・評価報告書，シラバス，アンケート結果 
 

③授業の内容及び方法の改善を図るためのＦＤを組織的に実施しているか（100 字程度） 

授業意見交換会を部会総会の後に実施し，問題点を教員内で共有している。さらなる

質向上のため外部講師を招いた FD を過去に試みたが，教育部会の使える一般経費で行

うことが難しく，その後実施していない。 

根拠資料 

ピアレビュー（授業参観）実施に関するガイドライン 

 

④教育活動を展開するために必要な教育支援者や教育補助者が配置され、適切に活用される

とともに、それらの者が担当する業務に応じて、研修の実施など必要な質の維持、向上を

図る取組を組織的に実施しているか（100 字程度） 

実験を行う専任教員，技術補佐員が各 1 名配置され，実験を組織的に実施している。

これら 2 名は実験実施委員会で教員とともに問題点の解決，教育の質向上に協力して当

たっている。実験の補助を行う TA は要求数を満たしているが，事前に TA を指導して

実験の質と安全を確保できるように努めている。 
根拠資料 
神戸大学 SA／TA 実施要領・ガイドライン，SA・TA 採用者名簿，TA ハンドブック 
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Ｃ 教育課程と学習成果について  

①当該教育部会が提供する授業の目標が、全学共通授業科目の区分ごとの学修目標に対応し

たものとなっているか（100 字程度） 

 教育部会が提供する科目のうち基礎教養科目，総合教養科目については学修目標を厳

格に解釈し，それに沿うように行っている。共通専門基礎科目については全学共通授業

科目として学修目標が明確に定められていないが，物理学教育部会では専門教育のニー

ズに応えつつも，必ず習得すべき学修内容を定めて行っている。 

根拠資料 
シラバス 

 
②授業担当者に共通目標や学部からの要請を示し、到達目標をそれに沿ったものにする配慮

がなされているか（100 字程度）  
 共通専門基礎科目は内容の共通化および総会における意見交換により，新規の担当教

員でも講義の内容が明確になるようにしている。各学部からの要請は学部が選択する履

修科目によりまず調整し，また受講者の既習レベルに教員が対応しながら行っている。 

根拠資料 
シラバス（その中の教科書指定） 

 
③授業科目の内容が、共通目標や個々の到達目標を達成するものとなっているか（100 字程

度） 

 共通専門基礎科目に関しては，教科書の標準化，共通シラバスにより科目の共通化を

行い，科目ごとに学修すべき内容とレベルを定めている。基礎教養科目では講義の目標

を明確にしたシラバスを作成して実施している。総合教養科目ではその趣旨に照らし合

わせ，シラバス作成は強い制限を設けず教員の裁量に任せている。 
根拠資料 
シラバス（その中の教科書指定），レポート課題 

 
④単位の実質化への配慮がなされているか（100 字程度）  
 講義科目では，シラバスにより予習復習の具体的な指示を行い，参考書も挙げてい

る。共通専門基礎科目では，ほとんどの教員が自宅学習の課題，あるいはレポート課題

を課している。対話型講義を実施している教員もいる。講義資料を BEEF＋で公開して

いる教員もいる。実験科目では，授業に全て出席し，さらに全テーマのレポートを提出

しないと採点しないことを原則とし，学生に周知徹底している。 
根拠資料 
シラバス，講義の配布資料，小課題，実験レポート課題 

 
⑤教育の目標に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組み合わせ・バランスが

適切であり、それぞれの教育内容に応じた適切な学修指導法の工夫がなされているか（150

字程度）  
 共通専門基礎科目を履修する多くの学部では，講義，実験の両者を必修，選択必修な

どとして課している。物理学は実証科学であり，実験とその手法は物理学の大きな部分

を占める。物理学における実験の考え方，データの統計処理などの手法は普遍的な知識

で他分野にも応用できるため，両者を学ぶカリキュラムとなるよう物理学教育部会は実

験科目の積極的な受講を推奨している。 
根拠資料 
シラバス，学部別授業カリキュラム 
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⑥シラバスに、必須項目として「授業名、担当教員名、授業のテーマ、授業の到達目標、授

業形態、授業の概要と計画、成績評価方法、成績評価基準、履修上の注意（関連科目情報）、

事前･事後学修」及び「教科書又は参考文献」が記載されており、学生が書く授業科目の準

備学修等を進めるための基本となるものとして、全項目について記入されているか（50 字

程度） 

 共通シラバスを作成することにより，全科目で全項目について記入されている。 

 

 

根拠資料 

シラバス 

 

⑦学生のニーズに応え得る履修指導の体制を組織として整備し、指導、助言が行われているか

（100 字程度） 

 物理学の共通専門基礎科目は，高校で「物理基礎」「物理」の両科目を学修した学生

を主な対象としている。高校で基礎的な物理を学んでいない学生の学修補完のため，第

1 クォーターに「物理学入門」を用意し，各学部にその趣旨を伝えて履修指導を依頼し

ている。 

根拠資料 

「物理学入門」のシラバス 

 

⑧学生のニーズに応え得る学習相談の体制を整備し、助言、支援が行われているか（100 字程

度） 

 講義科目では教員が講義後の質問に対応し，また一部の教員はオフィスアワーの実

施，講義ごとのアンケートなどを通して学修相談を行っている。実験科目では，質の低

いレポートについては，合格レベルに達するまで再提出を求め，一部の学生に関しては

レポートの書き方について個別指導も行っている。 

根拠資料 

シラバス，授業前後の質疑応答，レポート課題，小テスト 

 

⑨成績評価基準及び成績評価方針に従って、公正な成績評価が厳格かつ客観的に実施されて

いるか（100 字程度） 

 多くの講義で成績評価基準を初回講義に説明しているとの記述があった。また，小テ

ストや課題など，返却する課題を評価に取り入れることで，講義実施中に評価基準が明

確になるようにしているケースがある。実験科目ではレポートの返却により評価基準を

明確にしている。また，科目ごとに成績分布を確認し，「秀」評価が 50%を超えている

授業担当教員に成績評価方針を伝えて，小テストを追加するなど改善に努めている。 

根拠資料 

シラバス，試験答案，出席簿，成績分布（教養教育委員会資料） 

 

⑩学修目標に従って、適切な学修成果が得られているか（100 字程度） 

 授業振り返りアンケート結果より，講義科目では自己学修の時間が 30 分～60 分とな

っている科目が多いが，授業の内容は，どちらかと言えば理解できた，またはよく理解

できたが大部分を占めており，概ね学修目標を達成できている。実験科目では自己学修

時間 120 分以上が多くなっており，講義科目と同様に概ね学修目標を達成できている。  

 

根拠資料 

試験答案，レポート，授業振り返りアンケート結果 
 


